
（別表１）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

(令和２年（２０２０年）４月 １日作成）

法 令 名 山村振興法

根 拠 条 項 第１７条第１項

許 認 可 等 農林漁業の経営改善又は振興のための計画の認定

の 種 類

法 令 の 定 め 山村振興法第１７条第１項

山村振興法第１７条の農林漁業の経営改善又は振興のための計画に関する省令

第３条

審 査 基 準 別紙のとおり

標準処理期間 総 期 間 ２０日・月 （注：休日は含まない。）

経由機関 １０日・月 （市町村 ）

協議機関 日・月 （ ）

処分機関 １０日・月 （総合振興局・振興局 ）

処 分 担 当 課 各総合振興局・振興局産業振興部農務課農業経営係（電話番号： ）

申 請 先 各市町村農業制度金融担当課 （電話番号： ）

問い合わせ先 農政部農業経営局農業経営課農業金融係

（電話番号：011-231-4111（内線27－378））

備 考 （公表アドレス

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ns/kei/gyouseitetsudukijourei.html）



別紙

［審査基準］

◯ 山村振興法第17条に基づく農林漁業の経営改善又は振興のための計画を実施するために必要な資金の融通に関する

取扱要領

昭和50年３月30日50構改Ｂ第842号 農林水産事務次官依命通知

最終改正 平成27年４月１日26農振第2199号

第２ 経営改善資金等の貸付を受けることができる農林業業者等について

経営改善資金等の貸付を受けることができる農林業業者等は、次の要件を備えた者とする。

(1) 農林漁業の経営改善を図ろうとする意欲がおうせいであること。

(2) 農林漁業の経営のための労働力が当該振興山村内の労働力を主体としており、当該振興山村外からの雇用労

働力に依存する割合が少ないこと。

(3) 本制度によらなければ農林漁業の経営改善又は振興の目的を達成することが困難であること。

(4) 過疎地域自立促進法（平成12年法律第15号）第26条の規定に基づく都道府県知事の農林漁業の経営改善又は

振興のための計画の認定を受けていないこと。

第４ 経営改善計画等の認定について

１ 都道府県知事は、法第17条の規定による経営改善計画等の認定をしようとするときは、省令第３条に掲げる基準

を満たすことが必要であるが、認定に際しては、特に次の事項に留意すると共に、認定の迅速化に努めるものとす

る。

(1) 一般的留意事項

ア 経営改善計画等の認定申請者が、第２の農林漁業者等に該当する者であること。

イ 経営改善計画等の認定申請者の経営規模、労働力、生産装備及び償還能力並びに当該振興山村の自然的経済

的条件に照らして経営の適正な改善が計画されており、その実行が可能なものであること。

ウ 振興計画の認定申請者の事業状況、資産及び負債の状況、収支計画並びに当該振興山村の自然的経営的条件

に照らして、農林漁業の適正な振興計画が計画されており、その実行が可能なものであること。

エ 経営改善資金等により農林漁業施設等を共同して導入しようとする者等の経営改善計画等の認定に当たって

は、あらかじめ当該施設等の共同利用に係る管理規程又は共同利用計画を提出させ、その内容の妥当性を検討

すること。

オ 当該振興山村の山村振興計画の内容に沿った計画であること。

(2) 個別的留意事項

ア 農業に係る経営改善計画等については、原則として、次の諸点に配慮して計画されたものであること。

(ｱ) 経営改善計画の作目の選択については、主産地形成の方向等を配慮したものであること｡

(ｲ) 経営改善計画の作物の栽培面積及び家畜の飼養頭羽数は、立地条件、飼料基盤等に応じた規模の拡大又は経

営の合理化が計画されているものであること｡

(ｳ) 酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律(昭和29年法律第182号)に基づく市町村計画、果樹農業振興特別措

置法(昭和36年法律第15号)に基づく果樹農業振興計画等のそれぞれの計画の内容に沿ったものであるととも

に、強い農業づくり交付金に係る事業実施計画、農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に

関する法律（平成19年法律第48号。以下「農山漁村活性化法」という。）に基づく活性化計画等の内容との



調和が図られているものであること｡

イ 林業に係る経営改善計画等については、原則として、次の諸点に配慮して計画されているものであること。

(ｱ) 経営改善計画について、人工造林特に拡大造林、林道の開設、経営規模の拡大等が計画されているもので

あること。

(ｲ) 特用林産物、木炭、樹苗等の生産計画については、当該地域の立地条件に照らして適切なものであること｡

(ｳ) 森林法(昭和26年法律第249号)に基づく地域森林計画の計画内容に沿ったものであるとともに、強い林業・

木材産業づくり交付金に係る事業計画、農山漁村活性化法に基づく活性化計画等の内容との調和が図られて

いるものであること｡

ウ 漁業に係る経営改善計画等については、原則として、次の諸点に配慮して計画されたものであること。

(ｱ) 経営改善計画の漁船に係る計画については、その動力化、大型化又は性能向上が計画

されているものであり、かつ、漁業調整、水産資源保護及び漁業経営の合理化等にも配慮されたものである

こと。

(ｲ) 能率的な漁具又は漁法の導入等近代化が計画されているものであること｡

(ｳ) 養殖業への転換が好ましいものについては、養殖兼業又は養殖業への転換が計画され

ているものであること｡

(ｴ) 経営改善計画の養殖に係る計画については、その経営規模の拡大等が計画されている

ものであること。

(ｵ) 強い水産業づくり交付金に係る事業計画、農山漁村活性化法に基づく活性化計画等の内容との調和が図ら

れているものであること。


